
研究セキュリティの確保に係る自己申告書　

「研究セキュリティの確保に関する取組のための手順書（内閣府令和７年１２月）」において確認が求められている以下①～⑬の事項に関する情報について、以下の通り自己申告します。

氏　名　　　　　　　　　

【確認が求められている事項】
1 学歴（高等学校以降のものとし、必要に応じて指導教官等の情報を含む。）
· [bookmark: _Hlk214455116]既存のものがある場合は、こちらに記載せず、別添として提出いただければ構いません。
· [bookmark: _Hlk215832878]行は必要に応じて追加してください。
· 外国の教育機関を記載する場合には、所在国名の記載をお願いします。
· 交換留学等何らか在籍教育機関のプログラムに基づいて海外で教育を受けた場合でも、期間が長期（１カ月以上）に及ぶ場合は国名とともに記載をお願いします。

	○年○月
	○○高等学校入学

	○年○月
	○○高等学校卒業

	〇年〇月
	〇〇大学〇〇学部入学（〇年〇月～〇年〇月までの間、英語学習プログラム参加のため〇〇国の〇〇大学〇〇学部に派遣）

	
	

	
	



2 研究経歴・職歴
· 既存のものがある場合は、こちらに記載せず、別添として提出いただければ構いません。
· 行は必要に応じて追加してください。
· 海外に長期（１カ月以上）赴任していた場合には、赴任先国の記載と簡単な職責の記載をお願いします。
	○年○月
	○○入社

	〇年〇月～〇年〇月
	〇〇の共同研究のため〇〇大学（〇〇国）に客員研究員として派遣。

	
	

	
	

	
	



3 研究費の取得歴（令和6年度～現在まで）
· 行は必要に応じて追加してください。
· [bookmark: _Hlk216085948]外国に所在する機関から研究費を支給されていた場合は、国名も記載してください。
	取得日
	研究費名
	支給機関名
	期間
	総額（円）

	○年○月
	
	〇〇機構（〇〇国）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



4 研究費以外の支援等の取得歴（報酬・給与、奨学金、寄附金、名誉職等の付与及び兼職の状況をいう。）（令和6年度～現在まで）
· 行は必要に応じて追加してください。
· 外国に所在する機関から報酬等を支給されていた場合は、国名も記載してください。
	年月
	受けた支援の内容
	支給機関名
	期間
	総額（円）

	○年○月
	
	〇〇機構（〇〇国）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



5 発表論文における筆頭著者、責任著者及び共著者（令和6年度～現在まで）
· 行は必要に応じて追加してください。
	発表日
	論文名（雑誌名）
	筆頭著者名
	責任著者名
	共著者名

	○年○月
	○○（○○）
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



6 特許の出願状況（共同発明者及び共同出願人の情報を含む。）（令和6年度～現在まで）
· 行は必要に応じて追加してください。
· 外国での特許出願の場合、特許内容欄に出願先国の記載をお願いします。
	出願日
	特許内容
	出願者名
	共同発明者名
	共同出願人名

	○年○月
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



7 外国の人材採用プログラムへの参加歴（令和6年度～現在まで）
· 米国において2019年国防権限法§1286により作成されたリスト（通称「1286リスト」）記載のプログラムへの参加歴は漏れなく記載をお願いします。
· 行は必要に応じて追加してください。
	参加期間
	プログラム名
	主催国・主催機関名

	
	
	

	
	
	

	
	
	



8 「競争的研究費の適正な執行に関する指針」(平成17年９月９日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ)に基づく処分歴（令和6年度～現在まで）
· 行は必要に応じて追加してください。
	年月
	処分歴

	
	

	
	

	
	



9 リスト（経済産業省が公表している外国ユーザーリスト及び米国の統合スクリーニングリストをいう。以下同じ。）への掲載の有無
· 行は必要に応じて追加してください。
	該当有無
	該当有の場合の該当内容

	
	

	
	

	
	



10 リストに掲載されている機関（以下「リスト掲載機関」という。）への所属の有無（令和6年度～現在まで）
· 行は必要に応じて追加してください。
	期間
	所属内容

	
	

	
	

	
	



11 リスト掲載機関に所属する研究者との関係（共同研究・受託研究の実施、共著論文の執筆・公表及び学会等における連名の口頭発表の実績をいう。）の有無（令和6年度～現在まで）
· 行は必要に応じて追加してください。
· [bookmark: _Hlk216086249]現在まで交流が続いている場合には、その旨関係内容に記載してください。
	年月
	関係内容
	関係有の場合のリスト掲載機関及び研究者名

	
	
	

	
	
	

	
	
	



12 安全保障貿易管理における「非居住者」1（一時帰国しその滞在期間が６月未満の日本人等）又は「特定類型」2（日本の大学の教授であり外国の大学と雇用契約を締結し教授職を兼職している者、外国政府から留学資金を得ている留学生、外国の人材採用プログラムに参加し多額の研究資金や生活費の提供を受けている研究者等）への該当性
· 行は必要に応じて追加してください。
	該当有無
	該当内容

	有（非居住者or特定類型）
	○○

	
	

	
	



1「非居住者」については、外国為替及び外国貿易法（昭和24 年法律第228 号）及び「外国為替法令の解釈及び運用について」（昭和55 年11 月29 日付蔵国第4672 号）を参照のこと。
2「特定類型」については、「外国為替及び外国貿易法第25 条第１項及び外国為替令第17 条第２項から第４項までの規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について」（経済産業省貿易経済安全保障局）及び「「みなし輸出」管理の明確化に関するＱ&Ａ」（経済産業省ウェブサイトhttps://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/minashiqa3.pdf）を参照のこと。（確認日：2025/12/1）

13 国籍
	国籍
	○○



2

